
障害福祉制度の変遷（拡大版）
～平成１５年３月まで

●　行政がサービス内容を決定　　　●　行政が事業者を特定   
●　事業者は行政からの受託者としてサービス提供

平成１５年４月～１８年３月
●　障害者の自己決定を尊重（サービス利用意向）　　　●　事業者と利用者が対等、契約によるサービス利用
●　利用者は所得に応じた負担（応能負担）

平成１８年４月～
●　身体・知的・精神の３障害のサービスを一元化　　　
●　利用者本意のサービス体系へ再編（昼夜分離、報酬日割化）
●　支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導入
●　国の費用負担の責任を強化、サービス利用に応じて利用者も費用負担(応益負担）等

平成１９年９月署名
●　内容（全５０条）

●　特徴

｢合理的配慮しないことが差別になる」ことを明確に規定　　　「障害の社会モデル」の採用

平成２１年９月

●　民主党、社会民主党、国民新党による連立政権樹立に当たっての政策合意（平成２１年９月９日）

「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間」がなく、利用者の応能負担を基本とする総合的な制度をつくる。

平成２１年１２月
●　

●　当面５年間を障害者の制度に係る改革の集中期間と位置づけ

平成２２年１月～
●　障害者に係る制度改革をはじめ、障害者施策の推進に関する事項について意見

（障害者の雇用、教育、医療、司法手続、政治参加等について幅広く議論）
●　当面５年間を障害者の制度に係る改革の集中期間と位置づけ推進会議は、障害当事者や有識者で構成（２４人中、１４人が障害当事者）

平成２２年６月２９日
●　平成２２年６月７日の推進会議での「障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）」を最大限尊重
●　基本的考え方
●　改革の方向性 地域生活の実現とインクルーシブな社会の構築、障害のとらえ方と諸定義の見直しなど
●　工程表の提示 障害者基本法は平成２３年の通常国会提出など、法案提出時期の目途を提示

●

●

●

●　平成25年12月4日　条約締結のための国会承認
●　平成26年1月20日　国際連合事務総長に批准書を寄託
●　平成26年2月19日　発効

●
●

平成24年10月1日施行
通報義務、立入調査
権等を規定

平成２３年１０月１日施行予定
　・グループホーム利用等の助成等

平成２４年４月１日施行予定
　・利用者負担の見直し
　　（応能負担原則に）
　・支給決定プロセスの見直し
　　（支給決定前にサービス等
　　　利用計画案を作成）
　・相談支援の充実
　　（基幹相談支援センターの設置）
　・障害児支援の強化
　　（児童福祉法改正）等

●
●
●

●

平成２４年４月～
利用負担の見直し（応能負担原則に）
相談支援の充実
障害児支援の強化（放課後等デイサービ
ス、保育所訪問支援の創設等)
精神科救急医療体制の整備　など

●

●

●

障害者自立支援法等の一部改正（整備法）

「障害者の権利に関する条約」
を批准

グループホーム利用の際の助成など
重度の視覚障害者の移動を支援するサー
ビス（同行援護。個別給付化）

●
●

（総理大臣を本部長。全閣僚で構成）

障がい者制度改革推
進会議「差別禁止部
会」にて、

「障がい者制度改革推進会議」
を開催

（推進本部の下部組織として設置）

●
●

障害者基本法第4条に掲げる「差別の禁止」
の基本原則を具体化
・差別を解消するための措置
・差別を解消するための支援措置　など
平成28年4月1日施行（施行後3年を目途に
必要な見直し検討）

●

●

平成２２年４月～　障害福祉サービス等に係る低所得者層（市民税非課
税世帯）の利用者負担を無料化

障害の有無に関わらず、相互に個性の差異と多様性を尊重し、人格を認め合う共生社会の実現

障害者の市民的、政治的権利、アクセスの確保、教育・労働・雇用・社会保障の権利などを保
障。障害に基づく差別を禁止。
「我々のことを我々抜きで勝手に決めるな」というスローガンのもと、策定の過程に障害当事者
や障害関連団体が参画した「障害者の視点から作られた条約」

を設置

「障害者の権利に関する条約」

政権交代

「障がい者制度改革推進本部」 障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする我が国の障害者に係る制度の集中的な改革を行うため、
閣議決定により設置

措置制度

支援費制度

自立支援制度

（「障害者自立支援法」施行）

公布日（平成22年12月10日）施行
　・発達障害が障害者自立支援法の
　　対象になることの明確化等

平成２３年１０月～

に署名

平成２２年１２月１７日の「障が
い者制度改革推進会議」にて、
「障害者制度改革の推進のための
第二次意見」を取りまとめ

閣議決定

「障害者制度改革の推進のための
基本的な方向について」

障がい者制度改革推
進会議「総合福祉部
会」（平成22年4月
27日～）にて、
「障害者総合福祉
法」について検討
(55人中、22人が障
害当事者）

「障害者虐待防止法」制定

平成25年4月1日施行
障害者就労施設等からの物品等の調達の増
障害者の自立の促進

「障害者優先調達推進法」24.6.20成立

  平成２３年
  ６月成立

「障害者差別解消法」25.6.19成立

        「障害者基本法」改正
平成23年8月5日公布・施行
（一部は公布から1年以内に政令で
定める日から施行）
推進会議の第二次意見に基づき改
正案を策定
差別の禁止、教育・選挙・司法手続
における配慮などを規定

●

●

●

「障害者差別禁止
法」について検討

「障害者総合支援法」24.6.20成立

平成25年4月1日施行（一部は26年4月1日。障害者自
立支援法の抜本改正)
目的の改正、基本理念の創設、題名の改正。障害者
の範囲に難病等を追加。（障害支援区分の創設、ケ
アホームのグループホームへの一元化等は平成26年4
月1日実施）
施行後3年を目途の検討規定あり。

平成２３年
８月成立


